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本県の脱炭素政策の３つの柱

くらし
×

脱炭素

産業
×

脱炭素
地域づくり

×
脱炭素

脱炭素政策を通じて地域・くらし・産業を豊かにする



県内市町村に対する政策支援
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２０５０年カーボンニュートラルに向けて、地域課題を解決し、地方創生と脱炭素
を同時実現する「地域脱炭素」に向けた取組が求められている中で、青森県内の市
町村における取組を支援するため、設置したもの。（令和６年度より設置）

具体的な支援としては‥
温室効果ガスの排出状況、削減目標の設定支援
再エネ導入ポテンシャルの把握の支援
公共施設の省エネ・再エネ導入支援
地球温暖化対策実行計画（複数市町村での共同策定含む）の策定支援
温対法による再エネ促進区域の設定支援
自治体における地域脱炭素促進事業の企画立案・実行支援
補助金等、支援制度の申請サポート
脱炭素に関するセミナー・勉強会・検討会の企画運営

など
市町村の求めに応じて派遣

「あおもり地域脱炭素支援チーム」の派遣
（エネルギー・脱炭素政策課）
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備考役職氏名区分

チーム長（公財） 地球環境戦略研究 上席研究員藤野 純一
専

門

家

副チーム長八戸工業高等専門学校 准教授重 浩一郎

コー・イノベーション大学 教授豊田 陽介

NPO法人 気候ネットワーク 主任研究員延藤 裕之

計画策定支援業務実績ありカーボンフリーネットワーク（株） 代表取締役申谷 雄太

支

援

機

関

省エネお助け隊 などNPO法人 ＣＲＯＳＳ 事務局長佐々木 秀智

県内唯一の金融系シンクタンクあおもり創生パートナーズ（株）シニアコンサルタント工藤 浩栄

青森県地球温暖化防止活動センター 事務局長三浦 麻子

インヴェルデ（株）COO・リサーチディレクター宮地 智弘

（株）建築住宅センター 代表取締役社長駒井 裕民

環境省 東北地方環境事務所 地域脱炭素創生室国

青森県 環境エネルギー部 エネルギー・脱炭素政策課事務局

「あおもり地域脱炭素支援チーム 名簿（令和8年4月1日現在）
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ひろさきゼロカーボンシティ協議会での講演（７月３日）、市町村説明会・情報交換（７月１７日。
右上写真）など。⇒今後も市町村のニーズに応じて派遣

今年度の主な活動



6

【参考】県内市町村の「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
策定状況

県内40市町村中、20市町村が策定済み
（昨年度の協議会開催時より３市町村増加）

策定済み

※令和8年度策定予定（むつ市、平川市）
令和9年度策定予定（横浜町）

青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、
十和田市、三戸町、七戸町、中泊町、
外ヶ浜町、藤崎町、鶴田町、東北町、五戸町、
西目屋村、六ケ所村、佐井村、東通村、
つがる市・鰺ヶ沢町・深浦町（３市町共同策定）
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環境教育の実施 （エネルギー・脱炭素推進課）
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環境出前講座
小学生が環境について楽しく学ぶことができるよう、

地球温暖化防止活動推進員（あおもりアースレンジャー）の
派遣活動として出前講座を開催
【プログラム】
・どっちかな︖ゲーム（ごみ減量の２択クイズ︓低学年向け）
・買い物ゲーム（環境を意識した買い物体験︓中学年向け）
・省エネゲーム（省エネを意識したライフスタイル︓高学年向け）



住宅向け太陽光発電設備の導入促進

高断熱・高気密住宅の普及促進

１

2
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脱炭素×くらし 取組方針

脱炭素の取組を通じて、県民の皆さまのくらしを豊かにする

徹底した省エネ対策
• 高断熱・高気密住宅
• 省エネ家電の導入
• 家電製品の使い方の見直し

再生可能エネルギーの導入
• 太陽光発電設備の導入
• バイオマス(薪ストーブなど）
の活用

光熱費の削減

CO2排出削減

快適な暮らし

生活の質向上

病気リスクの低減

医療費の削減

レジリエンス強化

建物の価値向上
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（２）蓄電池

○対象設備
左記「太陽光発電設備」の付帯設備であって、
住宅に設置されるもの
※蓄電池のみの設置は対象外です！

○補助金額
・蓄電池価格（円／kWh）の１／３
・蓄電池価格14.1万円／kWh
（工事費込み・税抜）の１／３

上記のいずれか小さい方の金額（上限35万円）

（１）太陽光発電設備
（太陽光パネル・パワーコンディショナー等）

○ 対象設備
住宅の屋根に設置されるもので、以下の要件を
満たすもの
・ FIT（固定価格買取制度）またはFIPの認定を
取得しないこと
・ ソーラーカーポートではないこと
・ 発電量のうち、30％以上を自家消費すること

○補助金額
５万円／kW（上限25万円）

住宅用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費 補助金
（エネルギー・脱炭素政策課）

補助対象者
実施市町村（次スライドに掲載）内の住宅に太陽光発電設備等を設置する者
※市町村税に滞納がないこと等を条件に補助金を交付します
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実施市町村、募集状況（令和8年７月３１日現在）

申請方法募集状況市町村名

申請フォーム● 募集中青森市

郵送/申請フォーム● 募集中弘前市

郵送/申請フォーム● 募集中八戸市

郵送/申請フォーム● 募集中五所川原市

✕ 受付終了十和田市

郵送/申請フォーム● 募集中むつ市

郵送/申請フォーム● 募集中つがる市

郵送/申請フォーム● 募集中平内町

郵送/申請フォーム● 募集中外ヶ浜町

郵送/申請フォーム● 募集中藤崎町

郵送/申請フォーム● 募集中大鰐町

郵送/申請フォーム● 募集中板柳町

申請方法募集状況市町村名

郵送/申請フォーム● 募集中鶴田町

郵送/申請フォーム● 募集中中泊町

郵送/申請フォーム● 募集中七戸町

✕ 受付終了六戸町

郵送/申請フォーム東北町

－ 募集前六ヶ所村

－ 募集前東通村

郵送/申請フォーム● 募集中三戸町

郵送/申請フォーム● 募集中五戸町

郵送/申請フォーム● 募集中南部町

郵送/申請フォーム● 募集中階上町

・ 令和8年度は23市町村で実施（計200件）
・ 申請受付は市町村ごとに先着順で行い、予算額に達した時点で募集を終了します
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R8～11年度

コールセンター

委託

交付金 補助金

国

補助金

交付申請・
実績報告等

個
人

市
町
村

県

書類審査結果
報告

交付申請・
実績報告等

補助スキーム
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青森県太陽光蓄電池補助金事務局（コールセンター）

ＵＲＬ https://aomori-taiyoko.pref.aomori.lg.jp/
0178-51-8251
aomori-pvbt@carbonfrees.co.jp

受付時間 平日10時～17時（令和8年12月29日～令和9年1月3日を除く）

申請先・お問い合わせ先

郵送先 ※郵送による申請を行う場合

〒039-1104
青森県八戸市田面木船場道下7番2号
NPO法人CROSS 青森県太陽光蓄電池補助金 住宅用事務局宛

https://aomori-taiyoko.pref.aomori.lg.jp/
mailto:aomori-pvbt@carbonfrees.co.jp
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【参考】令和７年度事業実績

1. 補助事業実施期間
令和７年１１月１１日～令和８年２月２７日

2. 補助申請期間
令和７年１１月１１日～令和７年１２月２８日（先着順）

3. 補助対象者
青森県内の住宅に太陽光発電設備を設置する個人（PPA・
リースは除く）

4. 補助対象
自家消費型（FIT認定を受けない）太陽光発電設備及び
それに付帯する蓄電池

5. 補助金額
太陽光発電設備：５万円/kW（上限２５万円）
蓄電池 ：蓄電池価格の１／３（上限３５万円）

補助金執行額25,992千円／30,000千円

各市町村ごとの実績件数
実績件数市町村名

12八戸市

8弘前市

5青森市

5十和田市

4五所川原市

2三沢市

2五戸町

1黒石市

1つがる市

1平川市

1鰺ヶ沢町

1藤崎町

1板柳町

1鶴田町

1中泊町

1東通村

1南部町

48合計



15

住宅用太陽光発電設備等共同購入事業 （エネルギー・脱炭素政策課）

県では、支援事業者と協力協定を締結し、住宅の屋根等への太陽光発電
設備等の購入を希望する県民を募り、スケールメリットを生かした価格低減
を促進し、太陽光発電設備等の普及拡大を図っています。

県 の 役 割

• 支援事業者との協定締結
• 広報誌等を活用した広報活動
• 市町村への広報協力依頼

共 同 購 入 事 業 の ス キ ー ム

青森県

支援事業者
(iChoosr株式会社)

設置事業者

県

民

①選定・協定締結

⑤入札・選定

②広報・普及啓発

③購入希望者の募集

④購入希望登録（辞退可）

⑥購入契約

⑦設置工事実施

市町村

（参考）令和8年度 太陽光パネル＋蓄電池の場合

青森県では

市場価格から33.6％OFF
※太陽光パネル6.3kW＋蓄電池10kWの一例



16

住宅用太陽光発電設備等共同購入事業 （エネルギー・脱炭素政策課）

参加登録期間

令和８年４月14日（火） ～令和８年12月３日（木）
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住宅用太陽光発電設備等共同購入事業 （エネルギー・脱炭素政策課）

令和7年度の実績 （取組初年度）

参加登録期間
令和７年４月２日（水）
～令和７年８月２７日（水）

参加登録件数 ６５５件

契約件数 ４０件
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住宅用太陽光発電設備等共同購入事業 （エネルギー・脱炭素政策課）

まずは、専用ウェブサイトで内容をご確認ください！

URL：https://switchtogether.jp/solar-and-battery/aomori

青森県 みんなのおうちに太陽光

＜お電話はこちら＞

青森県 みんなのおうちに太陽光 事務局

電話番号：0120-723-100

受付時間：10時から18時まで（土・日・祝除く）

https://switchtogether.jp/solar-and-battery/aomori
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高断熱・高気密住宅の普及促進（建築住宅課）

「あおもりリビングスタイルガイドライン」
を策定し、青森独自の省エネ住宅基準を設定
→「あおもりGX住宅」

新築基準

断熱性能

等級６以上

省エネ性能
一次エネルギー消費削減率

30％以上

気密性能
C値

0.7cm/m2以下

全体・部分断熱改修基準

断熱性能

等級５以上

省エネ性能
一次エネルギー消費削減率

20％以上

気密性能
C値

2.0cm/m2以下



20

高断熱・高気密住宅の普及促進（建築住宅課）

地元工務店等を対象としたセミナーを開催
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高断熱・高気密住宅の普及促進に向けたプラットホーム
（建築住宅課）

あおもりGX住宅ビルダーズ

「あおもりGX住宅」の普及を目指すために、青森県で住宅の設
計・施工実績や一定の知識を有し、各地域で積極的に住まいづく
りに取り組んでいる企業等を募集・公表しながら、官民で連携活
動をしている。ビルダーズ参加者は計１００社以上。



県内企業・金融機関向けセミナー

中小企業ＧＸ推進事業

１

2



23

脱炭素・GX経営の進め方
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県内企業・金融機関向けセミナーの開催 （エネルギー・脱炭素政策課）

２０５０年カーボンニュートラルに向けた取組を、地域で
主体的に進めていくためには、自治体のみならず、県内
企業・地域金融機関等においても、コーディネート人材や、
専門人材の育成が不可欠。

県内企業・金融機関を対象としたセミナーを開催し、ＥＳ
Ｇ金融や脱炭素経営に関する最新動向などについて、情
報提供を行うとともに、県内企業・金融機関同士の交流
機会を創出する。

実施時期：年度内に実施

地域企業支援課と連携しながら、県内企業の脱炭素経営を促進
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中小企業等グリーントランスフォーメーション（GX）推進事業
（地域企業支援課）
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GX関係産業参入支援 （地域企業支援課）
ＧＸアドバイザー派遣 ＧＸビジネスネットワーク会員企業募集

GXに向けて経営戦略
の策定等に向けた関
する助言を行うアド
バイザーを設置・派
遣（7年度は25者に
派遣）
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GX関係産業参入支援 （地域企業支援課）
グリーン成長戦略関連産業参入研修会

グリーン成長戦略関連産業への参入に
関する研修会を開催（7年度は1回開催、
29名参加）
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脱炭素経営の推進支援 （地域企業支援課）

事業用太陽光発電設備等導入支援事業費 補助金

令和７年度から令和11年度の５年間で合計90件、太陽光発電
設備容量4,500キロワット、蓄電池容量4,500キロワットアワーの
導入を目標としている。

＜補助対象及び金額＞
（１）太陽光発電設備：５万円（中小企業以外の場合2.5万円）

/ｋＷ 上限５００万円
（２）蓄電池：蓄電池価格の１/３、上限５３０万円
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脱炭素経営の推進支援（地域企業支援課）

全4回の「実践型」脱炭素スクールにより、
県内企業の脱炭素経営に向けた取組を伴走支
援する。（７年度はエネルギー・脱炭素政策
課において「脱炭素スクール」として実施。
５社参加。）

あおもり脱炭素経営スクール
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脱炭素経営の推進支援 （地域企業支援課）

脱炭素化・CN関連設備導入支援事業費補助金

脱炭素化と生産性の向上の両立に資する設備の
導入経費の一部を補助
【補助率２分の１、補助上限5,000千円】
（令和７年度交付実績：12件、交付金額：
34,266千円）


